様式Ⅰ【事業実施申請書】

  事業実施申請書


　　年　　月　　日


　　
　文部科学省初等中等教育局長　殿



　　　　　　　　　　　　　　（受託者）住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　



〇〇年度いじめ対策・不登校支援等推進事業の実施について、事業実施申請書を提出します。


	
事　　　業　　　内　　　容

	
委託金額（円）

	

	





　事業計画については、別紙イにより提出します。
　


様式Ⅰ（別紙イ）【事業計画書】

　いじめ対策・不登校支援等推進事業

[bookmark: _Hlk221565482]（事業内容　いじめ・不登校等の未然防止に向けた魅力ある学校づくりに関する調査研究
（医療及び学校現場の連携による自殺対策の強化事業））

事業計画書


実施団体名（　　　　　　　　　　　）


 (
【研究の特徴】
※研究内容の特徴（どのあたりが先進的な取組なのか）を簡潔に記載する。
)







１　事業内容等
（１）研究テーマ
　いじめ・不登校等の未然防止に向けた魅力ある学校づくりに関する調査研究
（医療及び学校現場の連携による自殺対策の強化事業）

（２）テーマを選択した背景
　※上記（１）のテーマを実践するための問題意識を明確化し、事業の方向性を具体的に記載する。





（３）事業の内容
　※上記（１）のテーマに基づく事業の内容を具体的に記載する。また、事業の流れや全体像が把握できるように、必要に応じて、図等を用いるなどして事業実施の組織体制も記載する。




（４）事業により見込まれる成果、評価・検証方法及び普及の方法
　※事業により見込まれる成果、結果の評価・検証方法及び普及の方法について、できる限り具体的に記載する。なお、評価・検証方法については、客観的・定量的な計測が可能な指標を設定すること。




（５）その他
　※　事業における工夫点等特筆すべき事項を記載する。
　※　個人情報を取り扱うこととなる場合、個人情報保護の体制の整備について必ず記載すること。

２　事業実施計画
	
　時　期

	
　　　　　　　　　　　内　容

	
　　備　考


	
※記載例
○月上旬















	
※記載例
・第１回運営協議会開催（事業計画及び具体的な活動計画について協議・検討を行う。）

※運営協議会の開催予定についてはもれなく記載する。












	
※記載例
参加者○人


※会議等の開催については、参加人数を明記する。

※旅費を伴う調査等については人数・目的地を明記する。

※リーフレット等印刷物の配布については、配布先・配布部数を明記する。




３　これまでの取組実績及び成果
　※　これまでに同様な取組を実施している場合には、その取組の実績及び成果について簡潔に記載する。

　※　ここから新しいページにすること。
ここまでで５ページ以内とすること。

４　運営協議会の構成（予定）
　※　運営協議会を設置する場合に記載する。　　

	
　　　　氏　名

	
　　　　　　勤務先・役職、資格、経験等


	


	



	


	



	


	



	


	



	


	



	


	






５　文部科学省との連絡担当者

　所属
役職
　住所　（〒　　－　　　　）
氏名
　電話番号
　E-mailアドレス


※　所要経費については、「様式Ⅰ（別紙ロ）」により提出すること。
　　また、必要に応じて再委託を行う場合は、「様式Ⅲ」に再委託先分の所要経費「様式Ⅲ（別紙イ）」を添付して提出すること。　















様式Ⅰ（別紙ロ）【所要経費】
所要経費について

【事業内容名】いじめ対策・不登校支援等推進事業
【組　織　名】

	区分
	費目
	種別
	見積額（円）
	積算内訳

	支出
	人件費
	①人件費
	
	

	
	事業費
	②諸謝金
	
	

	
	
	③旅費
	
	

	
	
	④借損料
	
	

	
	
	⑤印刷製本費
	
	

	
	
	⑥消耗品費
	
	

	
	
	⑦会議費
	
	

	
	
	⑧通信運搬費
	
	

	
	
	⑨雑役務費
	
	

	
	
	⑩消費税相当額
（※）
	
	

	
	
	⑩-1　不（非）課税経費（人件費、外国旅費、保険料など）×消費税率
	
	

	
	
	⑩-2　インボイス影響額‐経過措置の適用：無
	
	

	
	
	⑩-3　インボイス影響額‐経過措置の適用：有
	
	

	
	
	（※）不課税対象経費にかかる消費税相当額、免税事業者との取引にかかるインボイス影響額（該当がある場合）について対象額を当種別において計上すること。

	
	一般管理費
	⑪一般管理費
	
	

	
	再委託費
	⑫再委託費
	
	

	
	合計
	
	



　１　積算にあたっては、事業の内容との関係を十分に考慮すること。
　２　「積算内訳」については、積算根拠を明確に記載すること。

様式Ⅱ【委託事業完了（廃止等）報告書】

委託事業完了（廃止等）報告書


　　年　　月　　日　

支出負担行為担当官
文部科学省○○○○局長　殿


（受託者）住　　所
名称及び
代表者名　　　　　　　　　　　　　　


　○○年○月○日付けで委託を受けた○○年度いじめ対策・不登校支援等推進事業は、○○年○月○日に完了（廃止／中止）したので、委託契約書第○条第○項の規定により、委託事業完了（廃止等）報告書を提出します。

　
記
　　　１．事業内容

　　　２．添付資料
　　　（１）収支決算書（別紙イ）
　　　（２）事業実施報告書（別紙ロ）

以上

[bookmark: _Hlk191557705]
様式Ⅱ（別紙イ）【収支決算書】

	事業内容名
	いじめ対策・不登校支援等推進事業

	組　織　名
	


　　
収　支　決　算　書
【収入の部】（注１）
	予算額（委託契約額）（円）
	収入済額（円）
	収入未済額（円）

	
	
	



【支出の部】
	費目
	種別
	予算額(円)
	決算額(円)
	委託費の額(円)
	備考

	人　件　費
	①人　件　費
	
	
	
	

	事　業　費
	②諸謝金
	
	
	
	

	
	③旅費
	
	
	
	

	
	④借損料
	
	
	
	

	
	⑤印刷製本費
	
	
	
	

	
	⑥消耗品費
	
	
	
	

	
	⑦会議費
	
	
	
	

	
	⑧通信運搬費
	
	
	
	

	
	⑨雑役務費
	
	
	
	

	
	⑩消費税相当額
（※）
	
	
	
	

	
	⑩-1　不（非）課税経費（人件費、外国旅費、保険料など）×消費税率
	
	
	
	

	
	⑩-2　インボイス影響額‐経過措置の適用：無
	
	
	
	

	
	⑩-3　インボイス影響額‐経過措置の適用：有
	
	
	
	

	
	（※）不課税対象経費にかかる消費税相当額、免税事業者との取引にかかるインボイス影響額（該当がある場合）について対象額を当種別において計上すること。

	一般管理費
	⑪一般管理費
	
	
	
	

	再 委 託 費
	⑫再 委 託 費
	
	
	
	

	
	合計
	
	
	
	



【収支の部】（注２）
	
収入済額
	
支出済額
	
精算払額
	
返納額

	


	


	


	




（注１）「収入済額」欄は、委託契約額の全部又は一部を概算払した金額を、「収入未済額」は、予算額から収入済額を差し引いた金額を、それぞれ記入する。
（注２）「精算払額」欄は、支出済額が収入済額を上回るとき、支出済額から収入済額を差し引いた額を、「返納額」欄は、収入済額が支出済額を上回るとき、収入済額から支出済額を差し引いた金額を、それぞれ記入する。
（注３）所用経費については、帳簿及び支出を証する書類の写しを添付し、提出すること。また、再委託を行った場合は、「様式Ⅲ」及び「様式Ⅲ（別紙ロ）」を添付し、提出すること。

様式Ⅱ（別紙ロ）【事業実施報告書】

いじめ対策・不登校支援等推進事業

（事業内容　いじめ・不登校等の未然防止に向けた魅力ある学校づくりに関する調査研究
（医療及び学校現場の連携による自殺対策の強化事業））

事業実施報告書


 (
【研究の要約】
※研究内容の特徴と成果を簡潔に記載する。
)






１　実施団体

（１）実施団体名


（２）所在地
　（〒　　－　　　　）


（３）代表者役職・代表者氏名


２　事業の実施期間　委託を受けた日から　　　　年　　月　　日

３　事業の実績
（１）選択テーマ
　いじめ・不登校等の未然防止に向けた魅力ある学校づくりに関する調査研究
（医療及び学校現場の連携による自殺対策の強化事業）

（２）事業の内容
　※実施した事業の内容を具体的に記載する。




（３）推進組織体制
　※事業の流れや全体像が把握できるように、できるだけ図等を用いて事業の推進組織体制を記載する。















（４）実施日程
	
　時　期

	
　　　　　　　　　　　内　容

	
　　備　考


	
※記載例
○月上旬















	
※記載例
第１回運営協議会開催（調査研究計画及び具体的な活動計画について協議・検討を行う。）

運営協議会の開催予定についてはもれなく記載する。












	
※記載例
参加者○人


※会議等の開催については、参加人数を明記する。

※旅費を伴う調査等については人数・目的地を明記する

※リーフレット等印刷物の配布については、配布先・配布部数を明記する。




（５）事業の成果
　　①事業により得られた成果
※計画段階で示していた取組の評価・検証方法等を踏まえたものとするとともに、表やグラフ等を活用するなど、客観的・具体的に記載する。


　　②成果の普及に関する取組



（６）今後の課題



３　文部科学省との連絡担当者

　♢所属・役職

♢氏名
　
♢電話番号

　♢E-mailアドレス　

　♢書類送付先
（〒    －       ）
　※書類の送付先住所を記載する。その際、郵便番号も忘れずに記載すること。



様式Ⅲ【第三者への再委託に関する事項】

	組　織　名

	



	事　業　内　容　名

	いじめ対策・不登校支援等推進事業








第三者への再委託に関する事項
	再委託の相手方の住所及び氏名
	


	
	

	

	再委託を行った業務の範囲
	


	
	

	


	再委託の必要性及び効果
	


	
	

	


	再委託金額（単位：円）


	




※事業実施申請時は、積算の内訳として、「様式Ⅲ（別紙イ）」を添付すること。
※事業完了（廃止等）報告時は、決算の内訳として、「様式Ⅲ（別紙ロ）」を添付すること。


様式Ⅲ（別紙イ）【所要経費（再委託先用）】
所要経費について（再委託先用）

【事業内容名】いじめ対策・不登校支援等推進事業
【組　織　名】

	区分
	費目
	種別
	見積額（円）
	積算内訳

	支出
	人件費
	①人件費
	
	

	
	事業費
	②諸謝金
	
	

	
	
	③旅費
	
	

	
	
	④借損料
	
	

	
	
	⑤印刷製本費
	
	

	
	
	⑥消耗品費
	
	

	
	
	⑦会議費
	
	

	
	
	⑧通信運搬費
	
	

	
	
	⑨雑役務費
	
	

	
	
	⑩消費税相当額
（※）
	
	

	
	
	⑩-1　不（非）課税経費（人件費、外国旅費、保険料など）×消費税率
	
	

	
	
	⑩-2　インボイス影響額‐経過措置の適用：無
	
	

	
	
	⑩-3　インボイス影響額‐経過措置の適用：有
	
	

	
	
	（※）不課税対象経費にかかる消費税相当額、免税事業者との取引にかかるインボイス影響額（該当がある場合）について対象額を当種別において計上すること。

	
	一般管理費
	⑪一般管理費
	
	

	
	合計
	
	



　１　積算にあたっては、事業の内容との関係を十分に考慮すること。
　２　「積算内訳」については、積算根拠を明確に記載すること。



様式Ⅲ（別紙ロ）【所要経費（再委託先用）】
所要経費について（再委託先用）

【事業内容名】いじめ対策・不登校支援等推進事業
【組　織　名】

	区分
	費目
	種別
	決算額（円）
	決算内訳

	支出
	人件費
	①人件費
	
	

	
	事業費
	②諸謝金
	
	

	
	
	③旅費
	
	

	
	
	④借損料
	
	

	
	
	⑤印刷製本費
	
	

	
	
	⑥消耗品費
	
	

	
	
	⑦会議費
	
	

	
	
	⑧通信運搬費
	
	

	
	
	⑨雑役務費
	
	

	
	
	⑩消費税相当額
（※）
	
	

	
	
	⑩-1　不（非）課税経費（人件費、外国旅費、保険料など）×消費税率
	
	

	
	
	⑩-2　インボイス影響額‐経過措置の適用：無
	
	

	
	
	⑩-3　インボイス影響額‐経過措置の適用：有
	
	

	
	
	（※）不課税対象経費にかかる消費税相当額、免税事業者との取引にかかるインボイス影響額（該当がある場合）について対象額を当種別において計上すること。

	
	一般管理費
	⑪一般管理費
	
	

	
	合計
	
	



　１　積算にあたっては、事業の内容との関係を十分に考慮すること。
　２　「決算内訳」については、事項、数量、単価等を明確に記載すること。




様式第２【委託変更契約書】
委　託　変　更　契　約　書


　　○○年○月○日付けをもって、支出負担行為担当官文部科学省○○○○局長《氏　　名》（以下「甲」という。）と《受託者を記入》（以下「乙」という。）との間で締結した○○年度いじめ対策・不登校支援等推進事業に関する委託契約書について下記のとおり変更する。

記

　１．第３条第１項に規定する委託費「○，○○○，○○○円」を「○，○○○，○○○円」に変更する。

　２．事業計画書のうち、経費について次のとおり変更する。

 （単位：円）
	費目及び種別
	当初計画額
	増 減 額
	改計画額
	備考

	
　○○○費
　　 ○○○費

	



	



	



	




	　合　　　計
	   
	   
	  
	


　
　　　上記の契約の証として契約書２通を作成し、双方記名押印のうえ甲、乙各１通を保有する
　　ものとする。

　　　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　甲　　東京都千代田区霞が関三丁目２番２号
　　　　　　　　　　　　　　　　支出負担行為担当官
　　　　　　　　　　　　　　　　文部科学省○○○○局長　○○○○　　印


　　　　　　　　　　　　　乙　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　名称及び
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名                        　  印

　（記載要領）
　　１．費目及び種別、「事業計画書」に合わせる。
　　２．業務の方法等、別項目の変更がある場合はそれも明記する。

様式第３【任意団体に関する事項】
任意団体に関する事項

代表者　　○　○　○　○　
住　所　　　　　
１．団体名

２．団体の目的

３．団体の構成員及び役割等
	
役割等
	
構成員氏名
	
住　　所
	
連絡先

	

	

	

	


	

	

	

	


	

	

	

	


	


	


	


	




４．団体の主たる事務所の所在地

５．委託業務における債務責任者（複数人可）　※債務責任者本人が署名を行うこと
　　　　債務責任者　　　　○　○　○　○

６．責任者に事故等があった場合の措置　※債務責任継承者本人が署名を行うこと
　　上記５における債務責任者が、本委託業務に係る債務の履行が不可能となった場合には、本委託業務に係る一切の債務を保証するものとする。
　　　　債務責任継承者　　○　○　○　○

７．会計事務処理の基準（旅費支給、謝金単価基準等）

８．業務終了後（解散後）の債務継承（証拠書類等の保存義務等）

９．その他必要な事項


【任意団体に関する事項】記載要領


１．「団体名」については、任意団体の団体名を記載すること。
２．「団体の目的」については、任意団体の設立趣旨、実施目的等について具体的かつ簡潔に記載すること。
３．「団体の構成員及び役割等」については、
　①　役割等・・構成員の任意団体内における、位置づけ、担当業務等を記載すること。（代表責任者、出納管理者、事務、アドバイザー等）
　②　構成員氏名・・任意団体を構成する人員（企業、法人等の団体そのものが構成員の場合は、当該団体名）を記載すること。
　③　住所、連絡先・・原則記載することとするが、構成員全員の住所及び連絡先を記載することが困難な場合は、代表責任者の住所及び連絡先のみを記載すること。
４．「団体の主たる事務所の所在地」については、任意団体が本事業実施において事務所等として使用している場所の住所について記載すること。
５．「委託業務における債務責任者（複数人可）」については、本事業実施における任意団体内での債務責任者について記載の上、該当責任者は自筆で署名を行うこと。(債務責任者が代表者と同一である場合は署名する必要はない。)
６．「責任者に事故等があった場合の措置」については、５．に記載した債務責任者が、事故、辞任等で変更された場合において、本事業における債務責任継承する者が自筆で署名を行うこと。(５．において既に複数人の債務責任者を記載している場合は記載する必要はない。)
７．「会計事務処理の基準（旅費支給、謝金単価基準等）」については、任意団体において定めている会計事務処理基準等（経費の支出基準について定めているもののみで可）を添付すること。（母体となる団体の会計事務処理基準に準じる場合は母体となる団体の会計事務処理基準を添付すること。）
　例）委託業務における会計処理については添付の会計事務処理基準によるものとし、会計処理基準に定めがない場合には国の会計規程に基づいて処理する。等
８．「業務終了後（解散後）の債務継承（証拠書類等の保存義務等）」については、本事業終了後及び団体の解散後も、引き続き必要となる債務についてどのように継承するのか具体的に記載すること。
　例）証拠書類については債務責任者○○が事業終了後５年間保存し、金銭債務については債務責任者○○及び○○が連帯して負う。等
９．「その他必要な事項」については、各事業担当課において任意団体に事業を委託するにあたって上記の外に必要となる事項について適宜記載させること。


様式第５【再委託承認申請書】

　　年　　月　　日

再委託承認申請書



支出負担行為担当官
文部科学省○○○○局長　○○○○　殿


（受託者）住　　所
名称及び
代表者名　　　　　　　　　　　　　　


　○○年○月○日付け○○年度いじめ対策・不登校支援等推進事業の事業計画のうち、下記によりその一部を再委託したいので、委託契約書第○条第○項の規定により承認願います。


記


１．再委託先（住所及び氏名）


２．再委託を必要とする理由


３．再委託を行う業務の範囲


４．所要経費
円

様式第７【事業計画変更承認申請書】

　　年　　月　　日

事業計画変更承認申請書



支出負担行為担当官
文部科学省○○○○局長　○○○○　殿


（受託者）住　　所
名称及び
代表者名　　　　　　　　　　　　　　


　○○年○月○日付け○○年度いじめ対策・不登校支援等推進事業の事業計画を、下記により変更したいので承認願います。


記


１．変更事項
（１）変更前：

（２）変更後：

２．変更理由


３．変更が事業計画に及ぼす影響及び効果

様式第８【委託契約変更承認申請書】

　　年　　月　　日

委託契約変更承認申請書



支出負担行為担当官
文部科学省○○○○局長　○○○○　殿


（受託者）住　　所
名称及び
代表者名　　　　　　　　　　　　　　


　○○年○月○日付け○○年度いじめ対策・不登校支援等推進事業の委託契約を、下記により変更したいので承認願います。


記


１．変更事項
（１）変更前：

（２）変更後：

２．変更理由


３．変更が事業計画に及ぼす影響及び効果

様式第９【委託事業廃止等承認申請書】

　　年　　月　　日

委託事業廃止等承認申請書



支出負担行為担当官
文部科学省○○○○局長　○○○○　殿


（受託者）住　　所
名称及び
代表者名　　　　　　　　　　　　　　


○○年○月○日付け○○年度いじめ対策・不登校支援等推進事業の委託契約を、下記により廃止（中止）したいので、委託契約書第○条第○項の規定により承認願います。


記


１．廃止（中止）の理由



２．廃止（中止）後の措置


様式第１０【精算払請求書】
年　　月　　日

精算払請求書（例）

官署支出官
　文部科学省大臣官房会計課長　殿

名称
代表者役職名
代表者氏名　
適格請求書発行事業者名
登録番号
録番号

下記のとおり、請求します。

記

	委託事業名
	

	契約額
（金額を変更した場合は変更後の金額を記載）
	　　　　　　　　　　　　　　　　円

	請求額
	　　　　　　　　　　円

	うち消費税額
（消費税率10％）
	　　　　　　　　　　　　　　　　円





様式第１１【支払計画書】

　　○○年度いじめ対策・不登校支援等推進事業支払計画書


 受託者名　　　　　　　　　　　　　　　　

                                                               　             （単位：円）
	
 費目及び種別

	 第１・四半期
	  第２・四半期
	 第３・四半期
	 第４・四半期
	 
 合 計


	
	 ４
 月
	 ５
 月
	 ６ 月
	 小
 計
	 ７
 月
	 ８
 月
	 ９
 月
	 小
 計
	10
月
	 11
 月
	 12
 月
	 小
 計
	 １
 月
	 ２
 月
	 ３
 月
	 小
 計
	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	


	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	


	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	


	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	


	
　　合　計

	


	


	


	


	


	


	


	


	


	


	


	


	


	


	


	


	



	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



（記載要領）
　　　１.　各月ごとの費目別の支出予定金額を入力する。その他の経費については費目の下の
　　　　 種別についても入力。（費目・種別は契約に合わせて適宜修正）。
      ２.　消費税相当額は、最終月又は納税予定月に計上する。
      ３.　一般管理費は、毎月定率（定額ではない）又は最終月一括計上のいずれかとする。


様式第１２【委託費支払計画書】

委 託 費 支 払 計 画 書
（第　　回）

　　年　　月　　日提出
　　年　　月　　日現在

（受託者）住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称及び
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名

 ○○年度いじめ対策・不登校支援等推進事業　　　　　　　　　　　　　　　
                                                                    　　　　　　      　  （単位：円）
	

費 目 名


	
当　初

契約額

	
変  更
承認済
契約額

	支 払 実 績 又 は 予 定 額
	
前回までの 概 算
払    額  
	
今　回
概  算
払  額

	

備 　考



	
	
	
	
第１・

四半期
	
第２・

四半期
	
第３・四 半 期
	
第４・

四半期
	

計

	
	
	

	
	
	
	
	
	
10月
	
11月
	
12月
	
計
	
	
	
	
	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	


	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	


	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	


	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	


	
合 　計

	


	


	


	


	


	


	


	


	


	


	


	


	



	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（記載要領）
　　１．本表は、第３四半期における概算払請求する場合の例示である。
　　２．概算払の請求は、各四半期毎の所要見込額とする。ただし、各四半期毎に請求を行わない　　　　場合には、既に経過した四半期について併せて請求する。
　　３．本表は、各月ごとの支払い実績及び見込額を記入して作成すること。第４四半期の３月の　　　　欄には、翌月以降の支払予定額ものせること。
　　４．変更承認済契約額の欄は、変更承認された場合、又は変更契約を行った場合のみ記載する。
　　５．消費税相当額は、最終月又は納税予定月に計上する。
　　６．一般管理費は、毎月定率（定額ではない）又は最終月一括計上のいずれかとする。
　　７．右最上段には本表を作成した日（何日までは実績を計上したか）を記載する。
　　８．代表者印等の押印は不要とする。

様式第１３【概算払請求書】
年　　月　　日

概算払請求書（例）

官署支出官
　文部科学省大臣官房会計課長　殿

名称
代表者役職名
代表者氏名　
適格請求書発行事業者名
登録番号
録番号

下記のとおり、請求します。

記

	委託事業名
	

	契約額
（金額を変更した場合は変更後の金額を記載）
	　　　　　　　　　　　　　　　　円

	請求額
	　　　　　　　　　　円

	うち消費税額
（消費税率10％）
	　　　　　　　　　　　　　　　　円





様式第１６【変更届】

変　　更　　届


　　　年　　月　　日

支出負担行為担当官
文部科学省○○○○局長　○○○○　殿


（受託者）住　　所
名称及び
代表者名　　　　　　　　　　　　　　


　○○年○月○日付け○○年度いじめ対策・不登校支援等推進事業について、下記の事項を変更したので委託契約書第○条の規定により、通知します。


記


　　　　　１．変更事項
　　　　　　　　　　（１）変更前：


　　　　　　　　　　（２）変更後：


　　　　　２．変更が生じた日付　　　　　　年　　月　　日


　　　　　３．変更理由


様式第１７【委託費支出明細書】
委託費支出明細書
	1．

	　委託費の名称

	　　　○○年度○○○○委託費

	
	
	「
	いじめ対策・不登校支援等推進事業
	」

	2．



	　事業の目的及び内容

	
	(1)　目的
	

	
	(2)　具体的な内容

	


	3．
	委託先の公益法人の名称
	

	4．
	委託実績額
	
	
	千円
	(A)

	5．








	委託費における管理費
	

	
	(1)　人件費
	
	千円
	

	
	(2)　一般管理費
	
	千円
	

	
	(3)　その他の管理費

	
	



	内　　容
	金額

	
	
	　
	
	千円
	

	
	
	　
	
	千円
	

	
	
	合　　計
	
	千円
	

	
	合　　計
	
	千円
	

	6．












	外部への支出
	

	
	(1)　外部に再委託されているものに関する支出

	
	　




	支出内容
	支出先
	金額

	
	
	
	
	
	千円
	

	
	
	
	
	
	千円
	

	
	
	
	
	
	千円
	

	
	
	合　　　計
	
	千円
	(B)

	
	(2)　(1)以外の支出

	
	　




	支出内容
	支出先
	金額

	
	
	
	
	
	千円
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	千円
	

	
	
	合　　　計
	
	千円
	

	7．




	その他

	
	内　　　容
	金額

	
	　
	
	千円
	

	
	　
	
	千円
	

	
	合　　　計
	
	千円
	

	8．

	再委託の割合

	

	％
(Ｂ/Ａ)



様式第２２【個人情報利用申請書】


個人情報利用申請書


　　　年　　月　　日

支出負担行為担当官
文部科学省○○○○局長　○○○○　殿

（受託者）住　　所
名称及び
代表者名　　　　　　　　　　　　　　


　○○年○月○日付け○○年度いじめ対策・不登校支援等推進事業に係る個人情報について、下記のとおり利用したいので、契約書第○条第○項の規定に基づき、下記のとおり申請します。


記


           １．利用しようとする個人情報
　　
           ２．利用方法

　　 　　　３．利用しようとする機関
　　
　　 　　　４．利用しようとする期間
 　　　　　　　　  利用承認の日から　　　年　　月　　日まで

           ５．利用を必要とする理由


           ６．管理体制・方法等




様式第２３【成果利用承認申請書】


成果利用承認申請書


　　　年　　月　　日

支出負担行為担当官
文部科学省○○○○局長　○○○○　殿

（受託者）住　　所
名称及び
代表者名　　　　　　　　　　　　　　


　○○年○月○日付け○○年度いじめ対策・不登校支援等推進事業について得られた成果を、このたび下記のとおり利用したいので委託契約書第○条の規定により申請いたします。


記


　　　　　　１．利用しようとする成果


　　　　　　２．利用の方法


　　　　　　３．成果を利用しようとする時期


　　　　　　４．利用を必要とする理由

様式第２４【委託業務成果報告書】


委託業務成果報告書


　　年　　月　　日

支出負担行為担当官
文部科学省○○○○局長　○○○○　殿


（受託者）住　　所
名称及び
代表者名　　　　　　　　　　　　　　


　○○年○月○日付け○○年度いじめ対策・不登校支援等推進事業に関する成果の報告書を委託契約書第○条第○項の規定により、別添のとおり提出いたします。

様式第２５【無断複製等禁止の標記】




無断複製等禁止の標記について



 委託業務に係る成果報告書の無断複製等の禁止の標記については、次によるものとする。


	 







	
    本報告書は、文部科学省の○○○○委託費による
  委託業務として、《受託者の名称》が実施した○○　年度いじめ対策・不登校支援等推進事業の成果を取りまとめたものです。
    従って、本報告書の複製、転載、引用等には文部
  科学省の承認手続きが必要です。





様式第２６【成果利用届】

成  果  利  用  届


　　年　　月　　日

支出負担行為担当官
文部科学省○○○○局長　○○○○　殿


（受託者）住　　所
名称及び
代表者名　　　　　　　　　　　　　　


　○○年○月○日付け○○年度いじめ対策・不登校支援等推進事業について得られた成果を、このたび下記のとおり利用いたしますので委託契約書第○条の規定により届け出ます。


記


　　　　　　１．利用する成果


  　　　　　２．利用の方法


 　 　　　　３．成果を利用する時期


   　 　　　４．利用を必要とする理由

様式第２７【誓約書】

誓約書
  □　私
　□　当社      
は、下記１及び２のいずれにも該当しません。また、将来においても該当することはありません。
この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。
また、当方の個人情報を警察に提供することについて同意します。

記

１　契約の相手方として不適当な者
 (1)　法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ）又は暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき
 (2)  役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき
 (3)　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき
 (4)　役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしているとき
 (5)　役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき

２　契約の相手方として不適当な行為をする者
 (1)　暴力的な要求行為を行う者
 (2)　法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者
 (3)　取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者
 (4)　偽計又は威力を用いて契約担当官等の業務を妨害する行為を行う者
 (5)　その他前各号に準ずる行為を行う者
　
           年　　月　　日
              住所（又は所在地）
              社名及び代表者名
                          
  ※　個人の場合は生年月日を記載すること。
　※　法人の場合は役員の氏名及び生年月日が明らかとなる資料を添付すること。

